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第1号様式

	

	　　年　　月　　日

	

	川 崎 市 中 小 企 業 融 資 制 度

融　資　状　況　報　告　書

（保証なし融資分）

	

	（宛先）　川　崎　市　長

	

	

	金融機関名

　　　　　　　

	

	川崎市中小企業融資要綱第16条第3項の規定に基づき、信用保証なし融資の取扱いについて次のとおり報告します。

	

	　　年　　月分

	資　　金
	前月融資金額
	前月までの融資残高

	振興資金
	長　　期
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	
	短　　期
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	
	設備強化支援資金
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	産業立地

促進資金
	産業立地促進資金
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円

	
	企業立地促進資金
	件　　　　　　千円
	件　　　　　　千円


（備　考）

◎本報告書は前月中の信用保証なし融資分の融資状況を明記の上、翌月10日(必着)までに
川崎市金融課に送付してください。

第2号(1)様式　（中小企業信用保険法第2条第5項第5号用）　　　　　　　　　　　【業況報告書】

川崎市信用保証協会　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
業況報告書
	顧客番号
	

	フリガナ
	

	顧客名
	


	訪問記録
	[訪問回数]

回　／　（ 上半期 ・ 下半期 ）
[最終訪問日]

　　年　　月　　日
[最終訪問時の状況・気付いたこと]



	最近6ヶ月の月別売上
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	[売上の傾向]　　（　　増加　　・　　横這い　　・　　減少　）

	特筆事項
	[売上の増減要因、焦付発生、その他特筆すべき事項]



	課題・今後の見通し等
	[課題、業績及び資金繰りの見通し等]



	取引状況
	預金
	千円
	融資
	プロパー
千円
	保証協会付
千円

	
	（　　　年　　月　　日現在の残高）　　　　　　　　　　※別添可


金融機関名　　　　　　　　（　　　　　　　支店）　担当者　　　　　　　
電話番号（　　　　）　　　　－　　　　　　　

第2号(2)様式（中小企業信用保険法第2条第5項第4号（新型コロナウイルス感染症用）　　【業況報告書】

川崎市信用保証協会　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　 　月 　　日
業況報告書
	顧客番号
	

	フリガナ
	

	顧客名
	


	黒字資産超過先
	該当する
	
	直前の決算期

	
	
	
	○年○月期


※基準月(3,9月)の末日時点において、直前の決算が「黒字資産超過先」に該当する場合は、下記の項目の報告は省略できる。
※黒字資産超過先・・・減価償却前経常利益が黒字かつ貸借対照表の純資産の合計がプラスである先（法人のみ）。
	訪問記録
	[訪問回数]

回　／　（ 上半期 ・ 下半期 ）
[最終訪問日]

　　 　　年　 　月　 　日

	半期の月別売上
（上半期は4～9月、下半期は10～3月を記入）
	4月／10月
	5月／11月
	6月／12月
	7月／1月
	8月／2月
	9月／3月

	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	[売上の傾向]　　（　　増加　　・　　横這い　　・　　減少　）

	業況・資金繰り状況
	１．業況回復しており、資金繰りに支障なし
２．業況回復途上だが、資金繰りは当面懸念なし
３．業況回復に至らず、今後の返済に懸念あり

	経営課題
	１．売上・販路の拡大　２．経費の見直し・合理化
３．新分野進出・業種転換　４．事業承継　５．人材育成　６．ＩＴ化
７．その他（　　　　　　　　　）　８．特になし　　　※複数回答可

	当金融機関が行う経営
課題への支援実施状況
	１．実施済み　　２．実施予定　　３．未実施　　４．当面不要

	
	[１または２の場合は、具体的内容を記載ください]


	特筆事項
	[最終訪問時に気付いたこと、売上の増減要因、その他特筆すべき事項]



	取引状況
	預 金
	千円
	融 資
	プロパー
千円
	保証協会付
千円

	
	（　　　　　　年　　　　月　　 　日　現在の残高）


金融機関名　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　支店）　担当者　　　　　　　　　
電話番号（　　　　）　　　　－　　　　　　　
第3号(1)様式
川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者確認申込・確認書

　　年　　月　　日　
（取扱金融機関）

　　　　　　　　　　様

申込者住所　　　　　　                        　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　

川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者としての確認を願います。
1　（売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)又は(ｲ)

　  （以下の1-1に該当していることが必要）

2　（為替変動による売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｳ) 

　  （以下の2-1及び2-2に該当していることが必要）

3　（資金繰り悪化）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｴ)

（以下の3に該当していることが必要）

①　最近3か月又は6か月の売上高、売上総利益(率)、営業利益(率)又は受注額

※枠内の比較する月のみ御記入ください。

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	3か月平均

もしくは6か月平均
	売上総利益率
（営業利益率）
C/A×100
％

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	A売上高又は受注額

千円
	

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	
	

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	C売上総利益又は営業利益

千円
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	
	


②　前年又は前々年の同期の売上高、売上総利益(率)、営業利益(率)又は受注額

※枠内の比較する月のみ御記入下さい。

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	3か月平均

もしくは6か月平均
	売上総利益率
（営業利益率）
D/B×100
％


	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	B売上高又は受注額　　　

千円
	

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	
	

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	D売上総利益又は営業利益

千円
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	
	


1-1　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)又は(ｲ)の場合、次のいずれかに該当すること。

①B-A=　　　　　千円＞0　　②D-C=　　　　　千円＞0　　③D/B×100-C/A×100=　　　　％＞0

2-1　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｳ)の場合、次のいずれかに該当すること。

①（B-A）/B　×100　=　　　　　％　≧10％　　　②（D-C）/D　×100　=　　　　　％　≧5％　　　

③　D/B×100-C/A×100　=　　　　　％　≧5％

※　売上、利益又は受注額を確認できる書類(月次試算表・売上帳票、確定申告書の控え、返済予定表等)を

併せてお持ちください。

（裏面に続く）

2-2　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｳ)について、「為替変動の影響」について該当する番号に○をしてください。

　　（１）円安により仕入価格が上昇し、販売価格に転嫁したことで販売不振となり売上高が減少、又　は転嫁できず、売上総利益額（率）又は売上営業利益額（率）が減少した。

　　（２）円高により取引先からの受注が減少し、売上高、売上総利益額（率）又は売上営業利益額（率）が減少した。

　  （３）その他（具体的に御記入ください。）　


3　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｴ)の場合

資金繰り悪化の状況


※　資金繰り悪化の状況が確認できる書類(資金繰表等)を併せてお持ちください。


取扱金融機関確認欄

上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

　　年　　月　　日　　

	取扱金融機関
	

	担当者
	

	該当要件

（いずれかを〇で

囲んでください）
	1　（売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)

又は(ｲ)に該当

2　（為替変動による売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中

(1)ア及びイの(ｳ)に該当

3　（資金繰り悪化）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｴ)に該当

	減少・悪化項目

（いずれかを〇で

囲んでください）
	1　売上高減少　　2　総利益・営業利益額減少　　3　売上総(営業)利益率減少

4　受注額減少　　5　資金繰り悪化


(注)　この確認書は融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには別途所定の融資審査が必要です。

第3号(2)様式
川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者確認申込・確認書（米国関税措置用）

　　年　　月　　日　
（取扱金融機関）

　　　　　　　　　　様

申込者住所　　　　　　                        　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地）

氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（名称及び代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　

米国関税措置の影響を受けているので、川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者としての
確認を願います。
1　（売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)又は(ｲ)

　  （以下の1-1及び1-2に該当していることが必要）

①　今後3か月又は6か月の売上高、売上総利益(率)、営業利益(率)又は受注額

※枠内の比較する月のみ御記入ください。

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	3か月平均

もしくは6か月平均
	売上総利益率
（営業利益率）
C/A×100
％

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	A売上高又は受注額

千円
	

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	
	

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	C売上総利益又は営業利益

千円
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	
	


②　前年又は前々年の同期の売上高、売上総利益(率)、営業利益(率)又は受注額

※枠内の比較する月のみ御記入下さい。

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	3か月平均

もしくは6か月平均
	売上総利益率
（営業利益率）
D/B×100
％


	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	B売上高又は受注額　　　

千円
	

	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月
	
	

	売上高又は受注額

千円
	千円
	千円
	D売上総利益又は営業利益

千円
	

	売上総利益又は営業利益

千円
	千円
	千円
	
	


1-1　要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)又は(ｲ)の場合、次のいずれかに該当すること。

①B-A=　　　　　千円＞0　　②D-C=　　　　　千円＞0　　③D/B×100-C/A×100=　　　　％＞0

1-2　米国関税措置の影響の具体的な内容

※　売上、利益又は受注額を確認できる書類(月次試算表・売上帳票、確定申告書の控え、返済予定表等)を

併せてお持ちください。

（裏面に続く）

取扱金融機関確認欄

上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

　　年　　月　　日　　

	取扱金融機関
	　　

	担当者
	

	該当要件
	1　（売上・利益等の減少）要綱第27条融資対象者の項中(1)ア及びイの(ｱ)

又は(ｲ)の「米国関税措置の影響を受けている場合は、今後３か月間又は６か月間について減少する見込みである者」に該当

	減少項目

（いずれかを〇で

囲んでください）
	1　売上高減少　　2　総利益・営業利益額減少　　3　売上総(営業)利益率減少

4　受注額減少　　


(注)　この確認書は融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには別途所定の融資審査が必要です。

第4号様式

川崎市経営安定資金（不況対策資金のうち指定倒産）融資対象者

確認申込・確認書

（取扱金融機関）

　　　　　　　　　　様

申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（所在地）
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）
電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　

川崎市経営安定資金（不況対策資金）融資対象者としての確認を願います。

（指定倒産）要綱第27条融資対象者の項中(1)イ(ｵ)

	倒産企業名
	


次のいずれかのうち、該当欄の□にレ印をしてください。
□　倒産企業に50万円以上の売掛金債権等を有している場合

	金　　　額
	


□　倒産企業に50万円未満の売掛金債権等を有している場合

取引期間：　　　年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日

	
	上記期間中の

倒産企業に対する取引額（Ａ）
	上記期間中の全取引額（Ｂ）

	金　　　額
	
	


	取引依存度（Ａ／Ｂ）
	％


□添付書類

債権等の金額が確認できる文書等（手形や売掛先が発行した債務額が確認できる書類）の写し（申込書に記入する売掛金等に該当するもの全ての写し）

取扱金融機関確認欄

上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

　　年　　月　　日　

	取扱金融機関
	　　

	担当者
	


（注）この確認書は融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには別途所定の融資審査が必要です。
第5号様式
	川崎市信用保証協会

（取扱金融機関）
	　　年　　月　　日



	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	様

申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（所在地）
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者名）

	電　　　話　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　

事 業 計 画 書


1　借入申込の内容

次表の制度名には、川崎市中小企業融資制度名又は川崎市信用保証協会の信用保証制度名を記入してください。
	①借　換　分
	制度名
	借入年月日
	金融機関名
	当初借入額
	現在残高
	月返済額(元金)
	最終期日

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	
	
	.　.
	
	
	
	
	.　.

	小　計　
	(A)
	(C)
	

	②新規借入希望額
	(B)
	(D)
	回返済

	借入申込額
	(A)＋(B)
	(E)
	.　.


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※(E)は(A)+(B)に対する返済額

2　今回の借入による効果等

	1.新規借入を伴わない場合（同額で借換）

	(C)－(E)＝　　　　　　　　　
(F)× 12＝　　　　　　　　 　

2.新規借入を伴う場合

(C)＋(D)＝　　　　　　　　　
(H)－(E)＝　　　　　　　　　
(I)× 12＝　　　　　　　　 　　
	千円(F)
千円
千円(H)

千円(I)

千円
	（＝毎月の返済負担軽減効果）
（＝年間の返済負担軽減効果）
（＝既存＋新規の毎月返済額）
（＝毎月の返済負担軽減効果）
（＝年間の返済負担軽減効果）


3　経営の実績及び見込

	
	売上高
	営業利益
	経常利益
	当期利益
	借入金返済額

	前年度実績　　年　　　期
	
	
	
	
	

	今年度見込　　年　　月期
	
	
	
	
	

	翌年度見込　　年　　月期
	
	
	
	
	


第6号様式

川崎市（産業・企業）立地促進資金融資対象者確認申込・確認書

　　　　年　　月　　日　

（宛先）川　崎　市　長

申込者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　 （所在地）
氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（名称及び代表者）
電　　　話　　　　　　　（　　　　　　）　　　　　　　　
川崎市（産業・企業）立地促進資金融資対象者としての確認を願います。

次のいずれかのうち、該当する□にレ印をしてください。
□ 第29条 融資対象者の項中(1)産業立地促進資金に該当
□ 第29条 融資対象者の項中(2)企業立地促進資金アに該当
□ 第29条 融資対象者の項中(2)企業立地促進資金イに該当

	立地先
	拠点名称
	第29条 融資対象者の項中(1)に該当する場合に記入


	
	所 在 地
	

	
	立地先の
実施事業
	


□添付書類

・立地先の土地売買契約書又は賃貸借契約書の写し

・事業計画書等

・（第29条融資対象者の項中(2)アの場合のみ）土地収用法第3条各号に掲げる事業及び都市計画法第4条第15号の規定による都市計画事業であることが確認できるもの。（売却した土地の土地売買契約書等）

	


上記の者は、本制度の融資対象者の要件に該当することを確認しました。

	※ 市記入欄
確認日　　　年　　月　　日
	※ 市確認欄




（注）この確認書は、融資の申込資格を確認するものです。融資を受けるためには、別途取扱金融機関の審査が必要です。
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